
 

高次脳機能障害及びその関連障害に対する支援普及事業実施要綱 

（都道府県実施分） 

 

第１ 目 的 

   高次脳機能障害及びその関連障害に対する支援普及事業は、高次脳機能障害診断

基準により高次脳機能障害を有すると診断された者への支援に関する取り組みを

普及定着させるため、都道府県が指定する高次脳機能障害者の支援の拠点となる機

関（リハビリテーションセンター、大学病院、県立病院等（以下「支援拠点機関」））

において、高次脳機能障害者及びその家族に対する専門的な相談支援、関係機関と

の支援ネットワークの充実、高次脳機能障害の正しい理解を促進するための普及・

啓発事業、高次脳機能障害者の支援手法等に関する研修等を行い、もって高次脳機

能障害者に対する支援体制の確立を図ることを目的とする。 

 

 

第２ 実施主体 

   本事業の実施主体は、都道府県とする。 

   なお、指定都市又は中核市で事業を実施した方が適切に事業実施できる場合には、

指定都市又は中核市に事業の全部又は一部を委託することができるものとする。 

   また、事業の全部又は一部を団体等に委託して実施することができるものとする。 

 

  

第３ 事業内容 

 １ 相談支援事業等 

    支援拠点機関に支援コーディネーター（社会福祉士、精神保健福祉士、保健師、

作業療法士、心理技術者等、高次脳機能障害者及びその家族に対する専門的相談支

援を行うのに適切な者）を配置し、支援を必要とする高次脳機能障害者の社会復帰

のための相談支援、地域の関係機関との調整等を行うものとする。 

 

 ２ 普及・啓発事業 

   高次脳機能障害の正しい理解を普及促進するため、地域の実態の把握、関係機関

の連携確保、事業の実施状況の分析、効果的な支援手法、普及啓発方法等について、

総合的な検討を行うとともに、講演・シンポジウムの開催及びポスター、リーフレ

ットの作成・配布をする等の普及・啓発活動を行うものとする。 

 

３ 研修事業 

  自治体職員、支援拠点機関職員、福祉事業者、当事者及びその家族等に対して、

高次脳機能障害の支援手法等に関する研修を行い、高次脳機能障害の特性を踏まえ

た支援が行えるよう関係者の資質の向上及び高次脳機能障害者に対する支援体制



 

の確立を図るものとする。 

 

４ 高次脳機能障害支援普及全国連絡協議会等への参加 

   全国高次脳機能障害支援普及拠点センターとなる国立障害者リハビリテーショ

ンセンター（以下「国立リハセンター」という。）が開催する「高次脳機能障害支

援普及全国連絡協議会」及び「支援コーディネーター全国会議」に支援関係職員等

を派遣し、全国の事業実施状況等に関する情報収集、情報交換等を行い、高次脳機

能障害者に対する支援手法等の向上を図るものとする。 

 

 ５ 広域自治体間連携 

   高次脳機能障害に関する支援手法等の向上を図るため、必要に応じて、他の都道

府県と事業の実施状況等に関する情報収集、情報交換等を行うための会議を開催し、

または、他の都道府県が開催する会議に支援関係職員等を派遣するものとする。 

 

 

第４ 国の助成 

   国は、都道府県が本事業のために支出した費用を、別に定めるところにより補助

するものとする。 

 

第５ 秘密の保持 

   本事業に携わる者（当該業務から離れた者も含む。）は、事業により知り得た対

象者等の秘密を漏らしてはならない。 

 

第６ その他 

１．本事業に係る国立リハセンター実施分については、別に定めるところによる。 

２．この要綱は、平成２１年４月１日より施行する。 

 

（附則） 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

（附則） 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

（附則） 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

（附則） 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 


